
  

１．法人の概要 【役員名簿】

役職名 氏名 現任期終了 備考

代 表 理 事 内屋 幸治 R3.6

業務執行理事 中島   徹 R3.6 常勤

理 事 大野   進 R3.6

理 事 棗  一彦 R3.6

理 事 北浦 年一 R3.6

理 事 佐伯 昭子 R3.6

千円 理 事 滝口 敬介 R3.6

千円 理 事 北口 敏彦 R3.6

千円 理 事 服部 良子 R3.6

千円 監 事 安永 一郎 R3.6

千円 監 事 荻野 朝弘 R3.6  

千円   

２．役職員の状況 （単位：人）

 

 府派遣 府OB 府派遣 府OB 府派遣

1 1 0 1 0 1 1

10 1 1 1 1 10 1 役員の定数・任期・選任方法

0 0 定数 理事 5 名以上10名以内

2 1 0 1 0 1 0 監事 3 名以内

31 29 任期 理事 2 年

1 0 1 0 1 0 0 監事 4 年

34 1 1 1 1 30 0 選任方法

29 人）の
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プロパー職員

プロパー職員

平成３０年度

理事及び監事は、評議員会の決議により、選任す
る
代表理事及び業務執行理事は、理事会の決議に
より、理事の中から選定する

常勤役員

非常勤役員

出捐総額

1,000

管
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給与に関する状況（平成３０年度）
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その他 1

その他
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千円

公益財団法人 西成労働福祉センター

昭和３７年９月２１日
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令和元年度

【令和元年７月１日現在】

設立年月日代 表 者 名 代表理事  内屋 幸治

電 話 番 号

0.0%

1,000

50.0%

01

（基本財産）

職業の不安定な者が多数居住している特定の地域における労働者の職業の安定を図る
とともに、これらの者の福祉の増進に努め、もって労働者の生活の向上に資する。

商工労働部雇用推進室労政課法人所管課

大阪市西成区萩之茶屋１－３－２８

０６（６６４１）０１３１

千円

設立目的

10

50.7

32

0

6,733

弁護士

その他の団体 公認会計士

【各年度７月１日時点】

500

大阪府商工労働部雇用推進室長

大阪府商工労働部副理事

大阪市福祉局生活福祉部自立支援課長

 一般財団法人または公益財団法人移行年月日 平成２５年４月１日

（一社）大阪府トラック協会専務理事

0.0%
大阪経済法科大学客員教授
（一財）大阪市男女共同参画のまち創生協会研究室長
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（元大阪府収用委員会事務局長）

（一社）大阪労働者福祉協議会理事

（一社）大阪府建団連会長

全日本港湾労働組合関西地方本部執行委員長
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（単位：千円）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
令和元年度
予算

① 224,965 200,937 210,592 0
34.4% 30.5% 30.3% 0.0%

② 180,935 223,718 204,670 217,582
27.6% 33.9% 29.4% 48.0%

③ 129,179 117,201 165,294 148,390
19.7% 17.8% 23.7% 32.7%

④ 50,700 47,873 46,093 49,458
7.7% 7.3% 6.6% 10.9%

⑤ 69,450 69,503 69,503 38,041
10.6% 10.5% 10.0% 8.4%

655,229 659,232 696,152 453,471
100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

【事業計画及び事業実績】

  年 50,215人

特別清掃事業就労者数 特別清掃就労者数 － 平成30年度末で事業終了

公益財団法人 西成労働福祉センター

備  考事  業  名

厚生労働大臣の許可を得て行う無料職業紹介事業

事 業 内 容

１ 職業紹介事業 無料職業紹介及び職業相談指導 早朝求人日雇紹介

技能講習修了者数（国より受託）

令和元年度より「日雇紹介
数」を「早朝求人数」に改め
た。

３．主要事業の概要 

全事業合計に占める割合

全事業合計に占める割合

職業紹介事業

【事業規模（事業費）】

労働福祉事業

全事業合計に占める割合

施設管理事業

全事業合計に占める割合

備 考
令和元年度計画量

全事業合計に占める割合

事 項

２ 労働福祉事業 労災休業補償立替

労働者のための福利厚生事業

厚生労働省からの日雇労働者技能講習事業の受託
技能講習事業

全事業合計に占める割合

平成３０年度事業量

①～④以外の事業 大阪府からの特別清掃事業（①と同じ理由により平成30年度末で事業終了）
令和元年度より旧あいりん労働福祉センターの所有者（国・大阪府）から同セ
ンターの管理業務を受託

全事業合計

事 業 量 

  年間延べ269,920人   年間延べ200,000人

３ 技能資格取得促進事業 受講修了者数

４ 日雇労働者就職援護施設の管理・運営

労災休業補償立替
  貸付人数  年 14人
労働者相談件数
  年 21,878件

経営委託施設利用人数

  貸付人数  年 10人
労働者相談件数
  年 15,000件

  年 421人
受講修了者数
  年 500人

  年 101人

－

内職種転換修了者数
  年 78人

内職種転換修了者数

平成30年度末で事業終了

大阪府からの日雇労働者福祉施設管理運営事業
（あいりん労働福祉センター建替えに伴う仮移転により、平成30年度末で事業終
了）

労働者への就労相談･指導及び労災
相談・生活援助・相談等

経営委託施設及び財産貸付施設の
利用人数

  年 7,206人

平成30年度末で事業終了

５ あいりん労働福祉センター特別清掃事業

－財産貸付施設利用人数
  年 122,641人



４．大阪府の財政的関与の状況 （単位：千円）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
令和元年度
予算

552,456 566,987 623,308 378,391
330,741 352,802 408,554 378,391

152,265 144,682 145,251 0

69,450 69,503 69,503 0

0 0 0 31,060

（
内
訳

）

（随契） 0 0 0 31,060

0 0 0 0
0 0 0 0

552,456 566,987 623,308 409,451

0 0 0  
0 0 0  

（
内
訳

）

施設管理補助金

あいりん地域高齢日雇労働者特別清掃事業補助金

補助金、委託料等の内容

補 助 金

委 託 料

 

区  分

合     計

職業紹介、労働福祉関係補助金

平成30年度で事業終了

平成30年度で事業終了

府損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

旧あいりん労働福祉センター維持管理業務

貸 付 金

旧あいりん労働福祉センターの所有者（国・大阪府）から、建
物解体までの間、同センターの管理業務を受託

府借入金残高（期末）

その他（分担金・負担金・出捐金等）

 

公益財団法人 西成労働福祉センター



 公益財団法人 西成労働福祉センター

５．財務状況
(単位：千円） 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 前年度比増減 分析・評価

191,375 223,035 356,140 133,105

49,963 60,924 145,913 84,989

現金預金 48,439 59,890 144,191 84,301

未収金 844 953 1,572 619

その他流動資産 679 80 150 70

141,412 162,112 210,227 48,115

基本財産 1,000 1,000 1,000 0

特定資産 138,443 159,496 180,254 20,758

その他固定資産 1,969 1,616 28,973 27,357

165,357 197,370 303,076 105,706

39,963 51,103 136,092 84,989

短期借入金 0 0 0 0

未払金 36,945 44,819 132,492 87,673

その他流動負債 3,018 6,284 3,600 △ 2,684

125,394 146,267 166,984 20,717

長期借入金 0 0 0 0

各種引当金 125,238 146,111 166,984 20,873

その他固定負債 157 157 0 △ 157

26,018 25,665 53,064 27,399

1,000 1,000 1,000 0

25,018 24,665 52,064 27,399

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

一般正味財産

（現金預金）
現金預金の増加については、未払金の増
（87,673千円）が主な要因である。

（その他固定資産）
その他固定資産の増加については、新しく構
築した就労支援システム(28,177千円)を固定
資産計上したことが主な要因である。

（未払金）
未払金の増加については、期末が日曜日で
あったため、退職手当6名分(96,164千円)の支
払いが平成31年4月にずれこんだことが主な
要因である。

（特定資産・各種引当金）
特定資産及び各種引当金の増加については、
退職給付引当金の計上による増（20,873千円）
が主な要因である。退職給付債務は、令和2年
度末における期末要支給額に基づき計上し、
会計基準変更時差異（208,730千円）を平成23
年度より10年で費用計上するものである。

流動資産

固定資産

流動負債

 

貸
借
対
照
表

資産合計

固定負債

正味財産合計

負債合計

指定正味財産



公益財団法人 西成労働福祉センター

(単位：千円） 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 前年度比増減 分析・評価

経常収益 661,383 674,326 712,399 38,073

基本財産運用益 0 0 0 0

特定資産運用益 21 14 16 2

受取会費 0 0 0 0

委託収益 50,700 56,222 46,093 △ 10,129

事業収益 1,296 1,296 1,054 △ 242

受取補助金等 552,906 566,987 623,308 56,321

受取負担金 0 0 0 0

受取寄付金 0 0 0 0

その他の収入（受取利息収入等） 56,460 49,806 41,928 △ 7,878

経常費用 661,665 674,454 713,177 38,723

事業費 646,052 659,231 696,152 36,921

管理費 15,330 14,870 16,206 1,336

その他の費用 284 354 819 465

△ 282 △ 128 △ 778 △ 650

経常外収益 1,292 0 28,177 28,177

経常外費用 0 224 0 △ 224

   固定資産除却損 0 0 0 0

    雑損失 0 224 0 △ 224

1,292 △ 224 28,177 28,401

1,010 △ 353 27,399 27,752

0 0 0 0

26,018 25,665 53,064 27,399

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

（一般正味財産増減の部）
（委託収益）
委託収益の減少については、平成29年度に国
から受託した雇用管理改善促進事業が平成
30年度は実施されなかったことによる減（8,350
千円）が主な要因である。

（受取補助金等）
受取補助金等の増加については、退職者の増
加による退職手当の増（35,244千円）、就労支
援システム構築によるIT推進化関連補助金の
増（28,847千円）が主な要因である。

（その他の収入）
その他の収入の減少については、たばこ売上
の減（7,210千円）が主な要因である。

（事業費）
事業費の増加については、就労支援システム
構築によるIT推進化事業費の増（27,318千
円）、退職手当の増加等による人件費の増
（15,722千円）、たばこ仕入の減（7,125千円）が
主な要因である。

（経常外収益）
経常外収益の増加については、新しく構築した
就労支援システムを固定資産計上し、固定資
産勘定振替高として経常外収益に組み入れた
(28,177千円)ことが主な要因である。

当期一般正味財産増減額

正
味
財
産
増
減
計
算
書

 

当期指定正味財産増減額

 （指定正味財産増減の部）

正味財産期末残高額

当期経常外増減額

当期経常増減額



公益財団法人 西成労働福祉センター

保有総額＜平成30年3月31日時点＞ 保有総額と時価評価額差（B）-(A）

0 0

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 前年度比増減 分析・評価

5,679 5,380 5,313 △ 67

349,684 340,378 317,997 △ 22,381

20,873 20,873 20,873 0

284 354 819 465

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 前年度比増減 分析・評価

公益事業費用／経常費用 91.6% 92.8% 94.0% 1.3%

人件費／経常費用 56.9% 54.4% 48.3% -6.1%

自己収入／経常収益 16.4% 15.9% 12.5% -3.4%

流動資産／流動負債 125.0% 119.2% 107.2% -12.0%

借入金残高／負債・正味財産合計 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

（職員人件費）
職員人件費の減少については、プロパー職員2名
の減などによる給与・諸手当の減が主な要因であ
る。

0

公益事業比率

職員人件費

人件費比率

役員人件費

主要経営指標

減価償却費

流動比率

保有総額（Ａ）＜平成31年3月31日時点＞

0

自己収入比率

仕組債の保有状況

主な経常費用

退職給付費用

時価評価額（Ｂ）＜平成31年3月31日時点＞

借入金比率



Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

単
位 H29実績 H30目標

H30実績
（※１）

ウェイト 得点（※２） 小計（※３）

① 職業紹介と就労支援 ％ 77.0 78.0 78.3 30 30
30/30
【100％】

② 労働者ニーズの把握・蓄積 枚 998 600 831 20 20

％ 54.3 56.0 59.3 20 20

カウンセリング実施数 件 122 125 152 5 5

④ 支援能力の向上 回 16 17 17 10 10

⑤ 健全性の向上 ％ 5.9 1.5 5.5 10 10

⑥ 効率性の向上 ％ 17.2 16.6 17.2 5 0

点数（合計）
役員業績
評価

95 A

※１ 網掛けは目標達成項目。

※２ 目標値が前年度実績以上の場合、当該年度の実績値が目標値に到達しないときでも、達成状況に応じて加点を行う。

７．評価結果

法人の総合的評価結果

効率性の向上（管理費比率）の目標は未達成となったが、平成30年度については、最重点目標をはじめ、各目標の指標について一定の結果が得られ
た。今後も、日雇労働者の安定的雇用と不安定就労層の自立に向けた社会的役割を果たすべく、次の視点で取り組んでいく。
・仮事務所における円滑な職業紹介の実施を目指して、「就労支援システム」により事業所ニーズと労働者ニーズを結び付け、求人申込・求人受理を
徹底し労働条件明示の一層の充実を図り、センターの介在を強化した適格者紹介の充実を図る。
・利用者カードの活用をシステム化し、就労と福祉の架け橋となるよう地域関係機関との連携を強化し、相談者にあったメニューの提供を行う。併せて、
安定的雇用に向けたステップアップのための資格取得や職種転換講習の促進、就労後のアフターフォローの充実を図る。
・既存事業に加えて、仮移転先では施設利用者の安全性を確保することに努めながら、施設維持費等の支出についても健全性を確保し、一層の効率
的・効果的な法人運営に努める。

※３ 小計の【  】は得点率。

10/15

【67％】

公益財団法人 西成労働福祉センター

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

６．H30年度 経営目標の達成状況

55/55

【100％】

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

戦略目標

就職率
（窓口紹介件数／求職相談数）

③
技能・資格取得の支援による
安定就労

成果測定指標

利用者カードの普及

安定就労率
（月13日以上就労者数 【技能講習受講後3か
月の内2ヶ月】/技能講習修了者数）

職員研修の開催

大阪府補助額（退職手当分除く）
の節約率
（1-受取補助金（退職手当分除く）／補助金
当初予算）

管理費比率（退職手当分除く）
（管理費支出／総支出額）



８．府の審査・評価の結果

 

審査の結果

９．「財政再建プログラム（案）」における方向性（平成２０年６月）

○存続
 ・効率的な事業実施

公益財団法人 西成労働福祉センター 

○最重要目標について
「①職業紹介と就労支援」は目標を達成している。

○CS、事業効果について
「②労働者ニーズの把握・蓄積」は目標を達成している。
「③技能・資格取得の支援による安定就労」は目標を達成して
いる。
「④支援能力の向上」も目標を達成している。

○財務･効率性について
「⑤健全性の向上」（補助額の節約率）は目標を達成してい
る。
「⑥効率性の向上」（管理費比率）は、目標に届いていない。

経営状況、事業の実施状況その他の事項に関する府の評価結果及び指導・助言

（評価）
・平成31年3月の施設の仮移転に向けて対応すべき課題が多々あった中、最重点目標の「就職
率」が前年度に引き続き目標を達成したほか、「利用者カードの普及」については、カードを保有
していない労働者への聞き取りを粘り強くすすめ、目標を上回ったことについては評価できる。
・「管理費比率」については、管理部門の人件費の効率的な執行に努めたものの、総支出額の
減少が影響し、目標の達成には至らなかった。

（指導・助言）
・幅広く多様な就労ニーズに対応するため、建設業にとどまらない求人開拓に積極的に取り組む
とともに、平成31年4月から新たに導入した『就労支援システム』の活用により、事業所と労働者
を的確かつ迅速に結びつけ、職業紹介の充実に努めること。
・資格取得等につながる講習やカウンセリングなどのフォローアップの充実に努めるとともに、取
組内容についてより一層のPRを図り、安定的雇用や常用就職の促進に努めること。
・事業実施にあたっては、地域の関係機関や福祉施策との連携強化を図り、地域の高齢化等の
実情に対応した効果的な取組みを着実にすすめるとともに、引き続きコストの縮減に努めるなど
一層の効率的な法人運営に取り組むこと。



公益財団法人 西成労働福祉センター

ミッション 基本方針 戦略目標と成果測定指標【中期経営計画上の目標値】

１０．経営目標設定の考え方

⑤健全性の向上

・大阪府補助額（退職手当分除く）の節約率

〔当初予算より5.5％減(H30実績)
→当初予算より4.0％減(R1)〕

○あいりん地域の日雇労働者の就労の安定

を図るとともに、労働者福祉の増進に努

める。

• 日雇労働者の安定就労と不安定就労者の
就労自立に向けた社会的役割を果たす

• 高齢化による短時間労働ニーズや多様化
する就労ニーズと雇用ニーズのマッチン

グに向けた能力開発と就労支援
• 福祉行政や地域支援団体との連携の推進

■ 大阪府の施策

・あいりん地域日雇労働者対策等の推進

②労働者ニーズの把握・蓄積

・利用者カードの普及

【675枚／累計3,254枚(H27実績)
→累計6,000枚(R2)】

①職業紹介と就労支援

・就職率
【72.2％(H27実績)→80.0％(R2)】１ 労働者ニーズの多様化に伴うマッチング対応

労働者ニーズの把握に努め、幅広いニーズに対
する職業紹介と就労支援をすすめる。

③技能・資格取得の支援による安定就労

・安定就労率

【49.0％(H27実績)→60.0％(R2)】
・カウンセリング実施数
〔152件(H30実績)→160件(R1)〕

２ 日雇労働者の就労生活の安定

技能・資格取得の支援を進め、就労機会の拡大

を図る。
また、安定就労への動機づけを行い、建設業以
外への紹介拡大をすすめる。

④支援能力の向上

・職員研修の開催

〔17回(H30実績)→18回(R1)〕

3 労働相談の充実

職員のトラブルへの対応支援能力の向上に努め、
就労のトラブル解消への西成労働福祉センターの
関与度合いを高める。

⑥効率性の向上

・維持管理費・光熱水費の削減率

〔5%(R1)※R１新規設定〕

４ 適正かつ効率的な法人運営

法人運営の透明性・公平性を確保し、一層の効
率的・効果的な法人運営に努める。



具体的活動事項

中期経営計画
最終年度
目標値（R２）

30 80.077.0 79.0％

単
位

戦略目標

① 職業紹介と就労支援

Ｈ２９実績

＜キャッチフレーズ＞令和元年度は、引き続き「応援しまっせ あなたのやる気」を掲げ、適格者紹介を強化していく。

＜就労経路・労働条件の明確化＞すべての求人票を事務所内のモニターに掲示することにより、労働条件の明確化を進め、「魅力ある職場づ
くり」のため法令順守・社会保険の加入促進・労働条件の改善などについて働きかけていく。
 
＜求人開拓＞多様化するニーズに対応するため、求人開拓を強化するとともに「アプローチ就労」への協力事業所一層の活用を図り、就労機
会の拡大と適格者紹介の充実を図る。

＜事業所座談会＞仮移転先での公平な駐車スペースの提供について理解を求め、適正な職業紹介の維持や労働条件の「底上げ」を図る場を
設ける。
 
＜PR活動の展開＞財団のホームページを一新し、最新の求人情報が1クリックで画面上に表示されるようにするなど、労働者の求職ニーズ等
に応えられるよう、各種広報媒体を活用し、創意工夫によるわかりやすく親しみの持てるＰＲ活動の展開を図る。

法人経営者の考え方（取組姿勢・決意）

公益財団法人 西成労働福祉センター

ウエイト
（R１）

１１．R１年度 目標設定表

Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

就職率
（窓口紹介件数／求職相談数）

Ｈ３０実績

78.3

R１目標成果測定指標

 
＜背景＞平成30年6月の大阪北部地震や平成30年7月豪雨に伴う西日本の復興工事が急がれる中、大阪で2025年に国際博覧会（万博）の開
催が決定し、今後は建設関連の求人の増加が見込まれる。また、政府は労働条件の改善や外国人労働者の受け入れ拡大を通じて、人手不足
の解消に向け対策を講じようとしている。
 
＜ニーズの多様化＞求職者は技能の未熟な若年層や体力的に限界のある高年齢者層まで幅広く、多様な就労ニーズへ的確に応えていく必要
が生じている。求人側である事業所ニーズとの密接なマッチングが不可欠となっている。
 
＜効果的・効率的な職業紹介の構築＞当財団の最重要のミッションである「あいりん地域における労働者の職業の安定」の高い水準での達成
に向けて、より一層効果的な職業紹介を目指す。戦略的な仕事の確保と人材育成を含めた事業所との協力関係を推進し、労働者の個別ニー
ズの把握による効率的な職業紹介体制の構築が不可欠である。円滑な職業紹介を実施し、労働者のやる気を応援し、頼りになる労働者支援
機関として発展していく。

最重点とする理由、
経営上の位置付け

１. 求人受理と労働条件明示
   センターへの登録・日雇雇用保険の手続きを適切に行う事業所からの求人申込み・
求人受理を徹底し、受理した全ての求人についてモニター等を通じて労働条件を明示
し、職業紹介事業の一層の充実を図る。

２. 利用者カードの発行
   相談に来所する方から日々寄り場を利用し就労してきた方へ「利用者カード」発行の
対象を広げ、求職者に寄り添った適格者紹介を一層推進する。

３. 適格者紹介の充実
   人材を確保したい事業所側のニーズと就労の機会を増やしたい労働者側のニーズ
を「就労支援システム」により結びつけ、センターの介在を強化し「紹介票」の発行に繋
げ、適格者紹介の充実を図る。

４. 公平な駐車スペースの提供
   「就労支援システム」を通じて、空き情報の提供を含め公平な駐車スペースの提供
を行い、職業紹介の円滑化を図る。

５. 「就労版再チャレンジ可能なまちづくり」
   多様化するニーズに対応するため求人開拓を強化し、「魅力ある職場づくり」のため
雇用管理改善を通じて、「就労版再チャレンジ可能なまちづくり」を目指す。

６．普及・啓発
   モニターや広報紙（センターだより 月１回発行）を通して、就労における必要な知識
や情報の提供等を行う。

最重点目標達成のための
組織の課題、改善点

＜求職者の把握＞求職者と事業所（求人者）のより的確なマッチングを推進するためには、両者のニーズのきめ細かな把握が必要である。特
に、求職者については、職歴や希望職種、資格の有無、就労実績や個々人のアピールポイントの把握などが不可欠となっている。

＜求職相談の強化＞求職相談を強化し労働者ニーズの把握を進め、一人一人にあった職業紹介ができるよう、「就労支援システム」による効
果的な事業運営を目指し、早朝現金紹介における利用者カードの普及に新たに取り組む。

＜紹介システムの構築・電子カルテ化＞仮移転先における円滑な職業紹介の実施を目指して、「就労支援システム」により、併走型の支援体
制を構築する。

＜雇用管理改善＞求人担当者カードの普及を通じて労働条件の明確化を求め、労働者が安心して就労機会を得られるよう事業所へ「魅力ある
職場づくり」を働きかけていく。建設業における人手不足がますます深刻化する中、解消のため、労働条件の改善と人材育成が重要であること
を、具体的な事例を示しながら事業所へ示していく。

活動方針



※ （  )は当該年度の経営目標として設定していないため、参考として記入した実績値

戦略目標達成のための活動事項

・求職相談（毎月の高齢者特別清掃事業登録者を含む）や技能講習
受講相談に訪れた労働者に対し、ニーズの聞き取りを行い、利用者
カードの発行を行う。
・賃金相談や労災相談を受けた労働者に対し、今後の就労ニーズの
聞き取りを行い、利用者カードの普及を促す。
・令和元年度からの仮移転先での早朝現金紹介の実施に伴い、早朝
の求職相談時にニーズの聞き取りを行い、利用者カードの発行を行
う。
・地域内の簡易宿所等から仕事に行っている地域労働者に、財団が
求職相談等を行っていることを周知し、より安定した就労へ導けるよう
利用者カードの普及を促す。
・令和元年度より「地域連携窓口」を設置し、総合相談を強化し、関係
機関及び地域団体との連携を強める中で、利用者カードの普及を図
る。
・就労可能な身体状態の維持・回復を支援するため、宿泊援助等を
行った労働者に対し、継続的支援を行うため、利用者カードの普及を
促す。

・職業紹介に関する研修の受講4回
労働法令に関する研修や相談スキルアップの研修への受講 9回
・課題に対する財団内研修の実施 2回
・個別ケース検討会議の実施 3回

中期経営計画
最終年度
目標値（R２）

500
（累計6,000）

-

スキルアップ講習を実施することにより、資格取得の支援を強化す
る。
建設業習熟講習の実施や有技能者育成の協力事業所を確保し、セ
ンターの窓口紹介へつなげる。
・建設業での就労が困難になってきている高齢労働者が資格を取得し
て就労の機会を確保するため、講習計画数の2割以上でサービス産
業系の講習科目を設定する。これにより介護、清掃、造園、運送等の
職種転換講習を行なうことにより短時間就労や他産業への就労の拡
大につなげる。
・各講習の受講の利便性を高めるため、第3土曜日の受付やセンター
内での講習を実施する。
・受講相談やカウンセリング、紹介窓口での求職相談や就労支援ナビ
ゲーターとの連携を図り、技能と就労にかかわる総合サポートを実施
する。

仮移転先の新施設の安全で効率的な施設維持を行い、公正で透明性
のある経費の執行削減に努め、当初予算額の5％の削減を行う。

⑤ 健全性の向上

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、 コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

大阪府補助額（退職手当分除く）の節約率
(1-受取補助金（退職手当分除く）／補助金当初予
算）

％ 5.9

5 -

5.5 4.0 10 -

施設維持費・光熱水費の削減率
（（当初予算-決算額）／当初予算額）

％ - - 5.0

支援能力の向上

998 831 500

職員研修の開催 10

利用者カードの普及

回 16 17 18

R１目標

② 労働者ニーズの把握・蓄積 20

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績
ウエイト
（R１）

枚

成果測定指標
単
位

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

戦略目標

公益財団法人 西成労働福祉センター

％

件

・令和元年度当初予算は、仮移転やシステムの導入等により補助金
額の見込めない部分が多く、実際に運営し状況を確認する必要があ
る。
・そのような状況下で、平成31年度当初予算の補助金額を基とし、事
業の効果的・効率化な執行に努めることにより、当初予算額の4.0％
以上の減を目指す。
・サービスの維持・向上を図りながら、事務費等のさらなる経費削減に
努める。

④

効率性の向上⑥

54.3

122

59.3

152

③
技能・資格取得の支援による安定
就労

安定就労率
  （月13日以上就労者数
 【技能講習受講後3か月の内2ヶ月】
         ／技能講習修了数）

カウンセリング実施数
（プロセス）

・安定的雇用へ向けた効果的な技能講習受講のため、カウンセリング
を受けることを促す。
・資格取得を就労へ結びつけるための意欲の向上を図れるようカウン
セリングを活用する。
 就労後のアフターフォロー（3か月アンケートやカウンセリング等）を
行うことにより、就労後の定着支援を強化する。

60.0

160

15

10

60.0

-


